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Abstract

The need to know the physical conditions as well as the social roles of older people has increased 

recently. The purpose of the present study was to describe the physical and social conditions and to 

evaluate the regional difference in the conditions among community-dwelling older people in Hokkaido. 

The participants were 379 older people aged 60 to 93 years. Sociodemographics, health conditions, 

lifestyle factors, social activities, exercise experience and functional capacity (Tokyo Metropolitan 

Institute of Gerontology Index of Competence: TMIG-Index of Competence) were checked by 

questionnaire. The difference between the regions was assessed using an analysis of variance for 

continuous variables and by Chi-square test or Cochran-Mantel-Haensel test for categorical variables. 

Significant probability levels were considered to be less than .05. The percentage of subjects who had 

falls in the past year was about 30%, the prevalence of housebound subjects was less than 5% and the 

participation in regular exercise at 40-59 was less than 30% in both regions. There were significant 

differences between the regions in self-rated health, social activities and TMIG-Index of Competence. 

We described the basic characteristics and regional differences in participating in social activities and 

functional capacity among community-dwelling older people in Hokkaido. 
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１．緒　　言

　超高齢社会，少子化による人口減少が目

前の現実となっている現在，人々が生涯を通

じて心身機能を高く維持し活動的であること

の重要性はますます高まっている．近年，高

齢者の運動実施率や体力は微増する傾向が

認められているが1,2，１年間に全く運動しな

かった高齢者の割合は少なくないこと3，高

齢期まで定期的な運動経験を持たない高齢

女性のあることなども報告されている4．高

齢者の活動性の維持向上に向けた取り組みは，

今後さらに発展が望まれる．

　加齢に伴い身体機能の個人差は広がること

が指摘され，疾病を持つ人の割合も増えるた

め5，高齢者の心身状況の細やかな把握とそれ

に基づいた運動の指導・推進が欠かせない．

高齢者の心身状況の把握には，健康状態や体

力などの身体機能はいうまでもなく，生涯を

通じた運動経験の把握，地域での役割や対人

関係といった社会的な結びつきにも目を向け

ていく必要がある．さらに，社会関係の変化

や個人のニーズの多様性が進む中で「健やか

な長寿社会」を実現するためには，地域住民

を主体とした「まちづくり」の視点での知見

の蓄積が必要とされ，老年学や運動・健康科

学に関わる研究者は，地域での活動のプロセ

スや得られた知見を丁寧に積み上げることが

求められている6．

　北翔大学生涯スポーツ学部は，地域活性化

を目指して産・学・官が協働するプロジェク

トを2010年より開始している7,8．北翔大学の

立地する北海道は，寒冷気候や豊かな自然環

境，過疎を含む人口社会学的要因等でいくつ

かの際立った特色を持つ土地である．その中

で，氷雪寒冷地ゆえの冬季の身体活動量低下

は，子どもから高齢者までに通じるこの地域

特有の課題である9．また，都市間の距離が長

く，冬季においては吹雪や雪崩による通行止

めがおこるなど地域間が隔たることも指摘さ

れている10．北海道内における地域の差異を

考慮した高齢者の心身状況の把握は，当該分

野において意義深いことと考える． 

　そこで本研究では，北海道在住の高齢者に

おける基本的な身体状況，高齢者で特に問題

とされる転倒や閉じこもりの状況，過去の運

動歴，社会的活動の実施状況，地域で独立し

た生活を営むために必要な活動能力について，

地域差を踏まえて記述することとした．

２．方　　法

対象

　本研究は，A市介護健康推進課と小樽商科

大学・コープさっぽろ経営企画室・北翔大学

生涯スポーツ学部スポーツ教育学科が連携

して行う「A・地域まるごと元気アッププロ

グラム」，およびB町民生部と同３機関が連

携して行う「B・地域まるごと元気アッププ

ログラム」（以下，両プログラムを「まる元」

と略す．）の一環として実施された．「まる元」

は，地域活性化を目指して①産・学・官が協

働するプロジェクトモデルの構築，②運動や

健康に関するプログラムの提供，③地域での

運動指導層の育成を推進するプロジェクトで

ある．詳細は他論文を参照にされたい7,8．本

研究の対象者は，A市・B町に在住する「ま

る元」参加者および，広報や地域での研修会

や交流会，高齢者施設における呼びかけで実

施した体力測定会（A市：2012年８月29～31
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日，B町：2012年８月20～21日）に参加した

60歳以上の高齢者で，調査への同意の得られ

た男女379名である．尚，「まる元」は，北翔

大学大学院・北翔大学・北翔大学短期大学部

研究倫理審査委員会の承認を受け，対象者全

員からインフォームドコンセントの後，同意

書を得て実施している．

分析項目

１）活動能力

　活動能力の測定には，老研式活動能力指標

を用いた11．本指標は，地域での独立した生

活を営む上で必要な活動能力を測定するため

に開発された尺度である．高齢者の社会的側

面を含めた生活機能の把握に有用な指標と考

えられている．下位尺度として，「手段的自立」

（５項目），「知的能動性」（４項目），「社会的

役割」（４項目）がある．計13項目からなり，

２件法（できる＝１点，できない＝０点）の

13点満点で，高得点程活動能力が高いことを

示す．

２）身体・生活状況

　基本的な健康状態や生活習慣，転倒や外出

頻度について，自記式の調査票を用いて回

答を得た．項目は次の通りである．喫煙状

況（以前から吸わない／やめた／現在吸って

いる），自覚的健康度（非常に良い／良い／

普通／悪い／非常に悪い），既往歴：高血圧，

高コレステロール血症，狭心症，心筋梗塞，

糖尿病，脳卒中，腰痛，関節痛，骨粗しょう

症，がん，その他（あり／なし），不整脈（な

し／自覚している・医師から指摘を受けた），

過去１年間の転倒（あり／なし），転倒恐怖

（少し・とても怖い／なし），外出頻度（ほと

んど外出しない／１週間に1回程度／２－３

日に1回程度／毎日１回以上）．体格は，身長

と体重を測定し，体重を身長の二乗で除した

Body Mass Index（BMI；kg/m2）を算出した．

体力の指標として，握力について文部科学省

新体力テストに準じて測定した．

３）過去の運動歴

　12歳から現在までに定期的な運動（１回20

分・週１回・１年以上）を行ったか（あり／

なし）について4，「12－19歳」，「20－29歳」，

「30－39歳」，「40－49歳」，「50－59歳」，「60

－69歳」，「70－79歳」，「80歳以降」に分けて

２）と同じ調査票を用いて回答を得た．本研

究では，全ての対象者において過去にあたる

59歳までの運動歴を分析した．

４）社会活動状況

　社会活動は，約１年程度を振り返り，人と

のつながりや地域での活動等に関する9項目：

「配偶者や家族とのつながり」，「友人とのつ

きあい」，「家事」，「社会奉仕活動」，「地域活

動」，「旅行」，「学習・研究」，「運動・スポーツ」，

「趣味・娯楽」の活動の有無について12，２）

と同じ調査票を用いて回答を得た

５）属性

　年齢（歳：生年月日から2012年４月１日時

点の年齢を算出），性（男性／女性），教育年

数（年）について２）と同じ調査票を用いて

回答を得た．

統計解析

　解析では，各項目について地域別にカテゴ

リ変数は全体に対する人数割合（％）を示

し，カイ二乗検定もしくはCochran-Mantel-

Haensel検定を行った．連続変数は平均値±

標準偏差で示し，一要因分散分析を行った．

解析にはSPSS version19を用い（SPSS Inc., 
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Chicago, IL），有意水準はすべて５％未満と

した．
３．結　　果

　表１は，地域別に対象者の属性および身体・

表１．地域別の対象者の身体特性
Ａ市 Ｂ町 ｐ値（ｎ＝184） （ｎ＝195）

年齢 歳 73.8±6.6 73.3±6.6 .460
性
　　女性 ％ 72.3 68.7 .447
教育年数 年 9.7±2.4 11.4±2.5 ＜.0001
体格
　　身長 cm 152.5±8.3 153.0±8.3 .544
　　体重 kg 55.3±8.6 55.8±9.3 .583
　　BMI kg/㎡ 24.3±8.5 23.7±3.2 .405
握力 kg 26.2±7.8 26.5±8.3 .785
喫煙状況 ％ .513
　　なし 70.2 70.4
　　以前吸っていた 18.8 21.7
　　現在も吸っている 11.0 7.9
自覚的健康度 ％ .010
　　非常に良い 11.9 7.3
　　良い 29.4 23.3
　　普通 45.8 63.2
　　悪い 12.4 5.7
　　非常に悪い 0.6 0.5
既往症（あり） ％
　　高血圧 50.8 54.1 .532
　　高コレステロール 27.2 27.9 .890
　　狭心症 7.2 5.5 .501
　　心筋梗塞 6.1 2.7 .120
　　糖尿病 14.4 10.9 .324
　　脳卒中 3.9 5.5 .470
　　関節痛：腰 30.9 33.0 .679
　　関節痛：膝 17.6 11.0 .086
　　関節痛：肩 4.1 2.5 .396
　　関節痛：股 1.8 1.8 .959
　　骨粗しょう症 12.2 9.9 .491
　　がん 8.3 9.3 .736
　　不整脈（自覚・診断あり） 13.0 19.2 .236
　　それ以外 30.4 32.6 .645
転倒 ％
　　過去1年間（あり） 29.8 28.9 .851
　　転倒恐怖（少し・とても怖い） 54.7 64.9 .085
外出頻度 ％ .160
　　ほとんど外出しない 3.3 0.5
　　１週間に１回程度 8.7 12.0
　　２－３日に１回程度 39.9 36.6
　　毎日１回以上 48.1 50.8
BMI, Body mass index;カテゴリ変数は割合（％）で示し，カイ二乗検定かCochran-Mental-Haensel検定を行った．
連続変数は平均値±標準偏差で示し，一要因分散分析を行った（ｐ＜.05）．有意差のあった項目は太字で示した．
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生活状況を示した．両地域を合わせた参加者

の平均年齢は，約73.5歳（60－93歳）で，女

性の参加が多かった．属性と身体・生活状況

において地域差の認められた項目は，教育年

数と自覚的健康度であり（p<.05），B町の参

加者はA市の参加者に比べ教育年数が長く，

自覚的健康度は普通以上の頻度が高かった．

体格，握力，喫煙状況，各疾患の既往歴では，

有意な地域差は認められなかった．転倒経験

では，両地域ともに約30％の人が過去1年間

で1回以上の転倒を経験していた．転倒恐怖

では，A市約55％，B町約65％の人が転ぶこ

とを少し・とても怖いと回答していた．い

ずれの転倒関連項目も，地域差は認められな

かった． 外出頻度では，参加者の約半数は

毎日1回以上外出しており，閉じこもりの目

安とされる１週間に１回未満の外出頻度者の

割合は５％に満たず，両地域で差は認められ

なかった．

　12歳から現在までのいずれかの時期に定期

的な運動経験のある人は，A市参加者67.9％，

B町参加者68.4％であった．過去の運動経験

保有について，地域別に各年代にわけた人数

割合を示した（図１）．過去の年代を10歳ご

とに区切った各年代の検討では，「12－19歳」，

「20－29歳」，「30－39歳」，「40－49歳」，「50

－59歳」のいずれの年齢群も10－30％台であ

り，有意な地域差は認められなかった．

　社会活動の実施状況を図２に示した．活動

ごとの頻度の多寡は，両地域で同様の傾向を

示していた．「友人とのつきあい」のある人

は，両地域ともに80％を超えて最も多く行わ

れた．一方，「学習や研究」を行った人は，

両地域ともに少なかった．地域別に比較する

と，「趣味・娯楽」，「学習・研究」，「地域活

動」，「社会奉仕活動」を実施している人の割

合は，B町の参加者はA市の参加者に比較し

て有意に多かった（p<.05）．「運動・スポーツ」

の実施は，A市の参加者で多かった（p<.05）．

　表２は，老研式活動能力指標の合計得点お

よび下位尺度における得点を示した．合計

得点を比較したところ，B町参加者の得点は

A市参加者の得点に比べ有意に高値を示した

（p<.05）．下位尺度において，「手段的自立」

では有意な地域差は認められなかったが，「知

的能動性」，「社会的役割」でB町参加者の得

点は，A市参加者の得点に比べ有意に高値を
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図１．地域別過去の各年代の運動習慣保有率
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図２．地域別社会的活動を実施した人の割合
（カイ二乗検定，*;ｐ＜.05）
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示した（p<.05）． 

４．考　　察

　本研究では，北海道在住高齢者における身

体特性や生活習慣，運動経験，社会活動や活

動能力を記述し，調査を行った２地域での比

較を行った．その結果，各地域の高齢者の身

体的・社会的特性が明らかとなり，自覚的健

康度や社会活動状況および活動能力において

は地域による差が確認された． 

　本研究では，高齢者が地域で自立して生活

できる能力について老研式活動能力指標を用

いて検討した．その結果，B町参加者はA市

参加者より活動能力の高いことが示された．

本指標は，活動能力のおおよその水準を把握

するための尺度であるため13，本研究で得ら

れた得点差が実際の生活場面においてどの程

度の差となるかは明確にはできない．しかし，

このようなデータを地域全体や個人での変動

として長期的・包括的に把握することにより，

要介護予防に向けた対策の立案や対応が必要

な人の早期発見へつながる可能性がある．下

位尺度に分けて検討したところ，日用品の買

い物や食事の準備などの能力を示す「手段的

自立」能力は両地域で差がなく，本や新聞を

読むなどの「知的能動性」や友人の家の訪問

や相談にのるなどの「社会的役割」で差が認

められた．本結果は，特にA市において高

齢者の生活機能維持に向けた対策を考える中

で，知的な活動や社会的役割などの側面に配

慮する必要があることを示すと考えられる．

活動能力の地域差について，本研究では追分

析を行った．追分析では，属性や身体状況で

差の認められた教育年数と自覚的健康度，お

よび社会活動の中で共線性と頻度の差を考慮

して「地域活動」を選択し，これらを調整変

数に投入した共分散分析を行った．その結果，

地域差は有意とはならなかった（未発表デー

タ）．従って，活動能力で認められた地域差は，

教育年数や地域活動実践状況の修飾を受けて

いることが考えられた．地域差には，人口学

的要因，経済状況，環境，歴史や文化的要因

が関連し，これらの情報は地域の各関係機関

で整理・把握されていると推察される．本研

究では，これらの要因を直接検討することは

できなかったが，今後高齢者の生活機能を起

点として地域情報を再整理することにより，

地域高齢者の活動度の維持・向上や地域全体

の活性化につなげる努力が必要と考える．

　本研究では，高齢者で問題とされる転倒や

外出頻度についても検討した．転倒による骨

折は，高齢者の寝たきりの原因の第２位に挙

げられている14．また，転倒恐怖感は，高齢

　　　表２．地域別の活動能力
Ａ市 Ｂ町 ｐ値（ｎ＝184） （ｎ＝195）

老研式活動能力指標 （点）
　合計得点 11.5±1.9 12.1±1.4 ＜.0001
　下位尺度
　　手段的自立 4.8±0.7 4.8±0.6 .434
　　知的能動性 3.5±0.8 3.7±0.6 .002
　　社会的役割 3.3±1.0 3.5±0.9 .006
平均値±標準偏差，一要因分散分析．有意差のあった項目は太字で示した（ｐ＜.05）．
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者の社会活動や歩容の制限につながることが

指摘されている15．本研究では，両地域の過

去1年間の転倒発生率は約30％と他の調査と

比して高い傾向にあった16．氷雪地域では，

転倒の多いことが指摘されており17，本研究

結果もそれを支持する結果といえる．転倒を

恐いと感じる人は，本研究対象者では約55-

65％であった．転倒恐怖感の有無には性差が

あり女性において高い傾向を示す18．地域在

住60－70歳代女性では，約74％の女性で転倒

恐怖感があると報告されている18．本研究で

は女性対象者の多かったことから，これに近

い値が得られたと考える．閉じこもりについ

ては，高齢者の社会的な孤立，さらに孤独死

につながる問題として注目されている19．本

研究の対象者は，ほとんどの人で閉じこもり

の目安とされる「週に１回」以上の外出を行っ

ていた．外出の習慣を維持することは，身体

活動量の維持を可能とするだけでなく，社会

的つながりの維持にも役立つ．今後も，外出

の機会の創出や利便性の向上は，高齢者を地

域で支えるための最も重要な要素の一つであ

ると考える．

　運動経験では，過去のいずれかの時点で定

期的な運動を実施した人は，両地域ともに約

70％であった．しかし，過去の年代を10歳ご

とに区切った各年代の検討では，10－20％台

にとどまり，特に成人期以降の各年代では定

期的な運動習慣のあった人は多くなかった．

先行研究では，地域在住の60歳以上の女性に

おいて20－30代の運動習慣保有者は10％程度

と低値であるが，40代以降の割合は40％を超

えていた４．本研究の結果は，20－30代では

同様の傾向を示したが，40歳以上でみると，

両地域ともに運動習慣の保有率は低い結果で

あった．40－50代の運動習慣は，高齢期の運

動習慣形成の最も強い予測因子とされる４．

高齢期の運動習慣継続のために，中年期から

の働きがけも重要と考えられた．

　社会活動の各項目では，両地域ともに「友

人とのつながり」の実施は多かったが，カル

チャーセンター，老人大学，公開講座などへ

の参加に関する「学習・研究」の実施は少な

かった．「学習・研究」では地域差も認めら

れ， A市参加者はB町参加者よりさらに頻度

が少なかった．この結果は，活動能力の「知

的能動性」の地域差と矛盾しない結果とい

える．一方，「運動・スポーツ」は，A市参

加者はB町参加者より実施頻度が高かった． 

A市では「まる元」の活動が2010年から開始

されており，B町の2011年開始より１年早い．

地域差には先述の通り多要因の包括的な検討

が必要であるが，「まる元」での運動教室実

績とそれに伴う地域での運動の重要性に対す

る認知が，このようなA市での運動・スポー

ツ実施者の多さに寄与しており，今後B町で

も増加につながることを望みたい．

　本研究の限界として次の点が挙げられる．

第一に，対象者の代表性の問題である．本研

究の参加者は広報等で募集したボランティア

での参加であり，参加者数も限られている．

本研究の結果だけで，各地域の高齢者を特性

づけることはできない．しかし，両地域での

調査の周知や基本的な手順は同様に実施して

おり，本調査への応答性も含めて地域差の一

端を示すものと考えられる．第二に，本研究

で用いた分析項目は主に自記式の質問紙によ

る回答であるため，質問への理解不足やリ

コールバイアスの影響は避けられない．これ

を少しでも防ぐために，保健師および体育系
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大学生や教員が質問票に沿って聞き取ること

や回答の確認をできる限り行った．第三に，

本研究では地域差の背景要因と考えられる社

会・環境要因の検討に至っていない．環境要

因は特に身体活動量との関連が指摘されてお

り20，日本における簡便な環境要因尺度の開

発も行われていることから21，今後これらの

要因を含めて検討が必要と考える．

　以上のような限界はあるが，本研究は北海

道在住の地域高齢者を対象に，身体・生活状

況，過去の運動経験，社会活動状況，活動能

力などの高齢者の心身機能・社会的機能の把

握に有用な特性について，地域差を考慮しな

がら明示できた．北海道の氷雪寒冷地域とい

う気候・環境の下でも，高齢まで自立した活

動を営む社会の実現には，高齢者の現状の継

続的な把握と要因の解明が欠かせない．本研

究で得られた2地域の高齢者の特性は，その

一助になると考える．

５．要　　約

　本研究では，北海道在住高齢者379名を対

象に身体状況，運動歴，社会活動状況，活動

能力について，自記式質問紙を用いて調査し

た．両地域ともに過去１年間に転倒を経験し

た人は約30％，外出が週１回未満の人は５％

未満，中年期に運動を経験している人は30％

未満であった．地域の差に着目したところ，

自覚的健康度，「社会奉仕活動」，「地域活動」，

「学習・研究」，「運動・スポーツ」，「趣味・

娯楽」の実施割合，老研式活動能力指標にお

いて差が認められた．

　今後，高齢者の自立した生活を目指し，地

域住民の身体・社会特性の把握を進め，社会・

環境要因を考慮した検討がさらに必要である

ことが示唆された．
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